製品安全マニュアルと安全作業マニュアルについて
技術士・労働安全コンサルタント　矢島　藤一

まえがき

　安全衛生の確保の前提になるのは、製品が安全化され、取り扱いの安全衛生化が確保されて、始めて体制が整えられると考えています。取り扱いを中心とした安全衛生化は、製品化された設備・機器等を扱う労働者を中心とした｢安全衛生施策｣を遂行することを［ＯＳＨＭＳ］を始めとした法的手段等のマニュアルが基本的事項を決められています。また、具体的な内容は「作業マニュアル」によって規制されるべきものです。
　翻って、設備・機器等の製品製造過程においては、ISOを始めとした各種の企画によって製品企画や各種の過程が定められています。その骨子は「製品安全マニュアル」として製造メーカ等において規制される性質のものです。10年ほど前に制定された「PL　法」によって企業として取扱段階における｢マニュアル｣が示されていますが、その内容は極めて網羅的なもので製造者の「自己責任」を回避するための顧客に対する「安全衛生に係わる注意事項」を羅列したものです。どの程度の効果があるか疑問です。

　このような背景を基として、どのような「マニュアル」が必要で、どのような基点を基として検討しなければならないか、を検討してみたいと思います。

（1）潜在危険性
　潜在危険性は顕現化していない危険性で、予測困難なものを含めて数多く内在するものと考えられます。

1 設備・機器等の内容

2 危険・有害物質

3 未知・未開拓の分野

　その他が想定されます。

（2） リスクアセスメント

①　顕在化した災害事例

2 顕在化した危険・有害物質の対応

3 顕在化する恐れのあるもの　
1.2.に示される内容は、「作業マニュアル」「製品安全マニュアル」両者に共通する危険・有害性に見られる項目です。物を作る立場と物を取り扱うという立場によって取上げる具体的内容が異なってきます。

　物を作る立場の場合は、その物を取り扱う期間（寿命期間）において、製品の信頼性重視で製作します。この間に要求されるものは、設計条件にかなった寿命が保証される必要があり、かつ、有害・危険性（製作過程も含みます）が排除されたものでなければなりません。
　物を取り扱う段階の保証条件は、取扱いによる危険・有害性が可能な限り、少なくなるような配慮が必要です。しかしながら、物は使用することにより必ず故障が付きまといます。また、人の介在による災害を皆無にすることは出来ません。このようなことから、最良な条件を作り出していくのが本題の目的です。

1. 製品安全マニュアル

　製品作業マニュアルは企業で生産する製品を、ユーザが使用するまでの安全に対する処方を示し、この過程における安全（衛生）の確保を目的にするものです。このような背景には、10年程前に施行されたPL法がその基本になっています。各メーカは自社の製品の取り扱いに対してEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そご),齟齬)を来たさないよう、安全（衛生）に対する各種の処方を販売時にユーザに渡し、製品を正しく使用する一助にしようとするものです。
　製品安全マニュアルにも二種の対応があります。
（1） 製造方法の安全マニュアル

　多くの製品の中には新しい趣向をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こ),凝)らしたものや、新しい技術や新生物質を適用したものもあり、これらを取り扱う方法も安全趣向が必要になる場合があります。その中には、新しい機械設備、電気的応用、新しい化学物質等の使用が考えられます。これらの中には、人体に対して危険・有害が指摘される場合があり、吸収したり被爆することによる後遺症の心配される場合があります。幾つかの事例を上げてみましょう。
1 機械設備に関係するもの

　新しい機械設備を設計・製作する段階では、多品種少量生産、一品料理といわれるものが含まれ、その過程から危険性・有害性を完全に排除できないことが想定されます。事前の対応としては、工程に対する「安全作業マニュアル」（衛生的手段も含みます）作業手順というものを準備する必要があります。とくに、工程の中に新しい工程が含まれ、新しい物質等が使用される場合が含まれます。

2 電気設備関連

ⅰ　電気設備として危険性が伴う電圧で構成されるものの危険性排除の方法（特に高電圧設備、高周波・電磁波等の設備）

ⅱ　電離放射線、光設備等の人体への影響、保護の方法
　これらの危険性に対しては閾値を把握して示す必要があります。

3 化学設備関連

ⅰ　化学設備を扱う場合の危険性排除の方法

ⅱ　新生物質を使用する場合の危険性排除の方法、新生物質の中には危険性のわからないものもあり、これらの対処の方法

ⅲ　有害性イオン、生成物等と人体との関係

4 土木・建築関連
　新しい設備や工法を使用するときの安全施策

5 衛生工学設備関連

　化学設備関連を含めて検討します。

6 保健衛生関連

　特に、新生物質を採用する際には、後遺症を含めて人体にかかわる影響を事前に徹底調査する必要があります。その例として「アスベスト」吸収による後遺症が問題にされています。

（2） 製造過程の安全マニュアル

新しい技術や新しい開拓に係わる工程では未知なものが多く、作業工程や使用過程で使われる物質の危険・有害性等が示されることなく進行されます。これらは、「安全作業マニュアル」に属することですが、独立して考えなければならない問題です。大学の各種研究室で行われる工程内容と同じです。製造過程では、その規模が比較的大きなものとなります。考えられる危険性・有害性の排除は次のようなことがあります。

1 当該プラント等に対する製品製作過程の次のような項目

ⅰ　安全・衛生教育の実施

ⅱ　環境改善・保護具等の使用

ⅲ　安全装置の見直し

2 顧客に対する注意事項の周知・説明

ⅰ　一般的な注意事項の周知

ⅱ　警告事項

3 取扱上の注意事項

ⅰ　荷の作成
ⅱ　運搬上の注意事項

ⅲ　開梱時の注意事項

ⅳ　設置時の注意事項（電源線の接続、アース等の設置）

ⅴ　運転時の注意事項（操作を含む）

4 保全上の諸問題（製作上から見たポイント）

ⅰ　日常点検の方法

ⅱ　予防保守上の注意事項

ⅲ　非常時の対処方法（特に指摘したい事項等）

5 リスクアセスメントの方法

ⅰ　設備・機器・プラント等のアクションの取り方

ⅱ　残存リスクとリスクアセスメントの取り方
ⅲ　設備・機器・プラントの期待寿命の取り方

6 法令・規則・管理体制に係わりあう事項

ⅰ　該当法令・規則等にどの部分が該当するか
　　法令には「労働安全衛生法関連、電気事業法関連、消防法関連等」があり、それぞれの法令に触れる部分を取上げます。

ⅱ　管理体制上の必要項目を抽出してみる

このような内容について、当該製品の一般的処方を示し、顧客の安全意識の向上に努める必要があります。

とくに重要な指摘事項については、朱書する等の方法を取り入れます。一般事項は顧客が読み忘れ等があっても支障のないような事柄とすべきです。網羅的に取上げましたが、必要ない項目は削除します。
（3） 安全衛生に係わる技術上の指針、構造規格、JIS等（公示関係）

　JIS規格、構造規格、安全衛生上の指針等の中に示される内容で、製品安全マニュアルとして明示してやることが必要なものはピックアップする必要があります。製造者の対象事項です。以下にその内容を示します。
　①　スリップフォーム工法による施工の安全基準

　②　工業用加熱炉の燃焼設備の安全基準

　③　感電防止用漏電遮断装置の接続および使用上の安全基準

　④　工作機械の構造の安全基準

　⑤　コンベヤの安全基準

　⑥　移動用足場の安全基準
　⑦　ボイラの低水位による事故の防止に関する

　⑧　墜落による危険を防止するためのネットの構造等の安全基準

　⑨　プレス機械の金型の安全基準

　⑩　鉄鋼業における水蒸気爆発の防止

　⑪　油炊きボイラおよびガス炊きボイラの燃焼設備の構造および管理

　⑫　交流アーク溶接機用自動電撃防止装置の接続および使用の安全基準

　⑬　産業用ロボットの使用等の安全基準

　⑭　可搬型ゴンドラの設置の安全基準
　⑮　健康障害を防止するための指針　　10項目以上

16 各種の構造規格44項目以上
17 JIS規格、その他

　が示されています。これらの設備から発生する危険・有害性はそれぞれの対象製品に解説し、説明する必要があります。また、別の法令で示された危害防止にかかわる事項もそれぞれの内容を抽出する必要があります。
（4）具体的例
　①　骨子

　　製品安全を確保するための基本的事項を示します。
　　本製品に対する安全確保には次のようなことを守っていただくことが必要です。

　ⅰ　本製品は相対的に期待寿命を示し、この間はメンテナンスフリーとして使用できます。

　ⅱ　お客様へのお願い

　　　安全に対する製作上の設定条件を示し、内容を理解していただくための考え方を示します。「安全マニュアル」を示し、その内容を的確に守っていただくことを強調します。また、保証期間と使用者の責任範囲を明示します。勿論、使用上の一般的警告内容を示すと共に、重点事項については朱書して注意を喚起します。文書で示す場合と機器とうの裏面にラベル等により表示することが考えられます。表示方法には、製品に添付かるもの、企業が自主的に行うものがあります。

2 製品に対して講ずべき対応

　製造者は設備・機器等をユーザに引き渡す前に、安全確保のために最低限度の処方の説明、教育、訓練等を行う必要があります。以下にその概要を記述します。

ⅰ　設備・機器・プラントの安全確保

　　ここに示される内容は安全・衛生に係わる施策を示すものではなく、開梱から据付、設置する段階の安全確保と設備等の初期設置条件、取り扱いの注意事項を示します。

ⅱ　安全教育の実施

　　製品の中に含まれる危険・有害性について行います。

　　作業始めの安全教育は必ず実施してください。設備・機器等の危険性の認識を高めるための説明を行い、設備環境、作業場所の安全性についても指摘し、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そご),齟齬)を来たさないように努めます。これらの訓練は、作業説明書の範囲にとどめます。
　以後の安全衛生教育は法令にもと基づくもの、企業で自主的に行うものはその例によります。

ⅲ　安全装置・保護具等の使用
　　このような安全上の措置を取らないことは安全措置を放棄したのと同様なこととなります。その使用上の確認を求めます。措置が取られていないときは、その措置を求めます。安全装置を無効にして設備等を操作したり、保護具等の使用を省略することを硬く禁ずる旨、の内容を明示します。
　以後の管理は、企業で行います。

　　保護具には、重大な傷害を防止するものから、比較的軽量な障害を防止するものまであり、多岐にわたるものまであります。その使用・着用に違和感をともなうものが多く、指摘しても守られないものがあります。このようなものには、着用を義務付けるような表示方法も考慮する必要があります。
ⅳ　危険・警告の方法
　　製品の中に含まれる危険・有害性を明示します。危険を伴う操作、管理の方法等の具体的内容を示し、装置内の見やすい箇所に示します。この場合、潜在的な危険・有害性も示します。また、設備・機器等の見易い箇所とは、扉の裏面等に貼付したりします。また、設備・機器等以外に明示する必要のあるものについては、企業者にその旨を伝達し、実施していただきます。
　例示の内容

　ア　電気的な高圧部分に接近する場合、電磁波に対する取り扱いの注意事項を明示します。遮蔽の方法、保護具・防護具・防具等の使用方法を明示します。
　イ　電離放射線、有害イオン、特定化学物質の取り扱い、有機溶剤の扱い、粉塵・有毒ガス等の障害防止規則の対象物は、人体に影響を与えるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(いきち),閾値)、取り扱う期間、回数等を具体的に示し、人体に影響を与えないことを明示するようにします。
　ウ　特定化学物質等、有害粉塵、有機溶剤など有害物質を製品に係わり合いがあるときは、遮蔽の方法、保護具・防護具・防具等の使用方法を明示します。これらの物質の中には20~30,年後に発症するものもあり、注意事項として明示します。

　　アスベストの発症や知らないで使用していて後から問題になるもの、などに見られる例であります。衛生上からの発症では、新しく開発された物質を使用するときには検証してから使用する必要もあります。
　エ　高温または過熱、高圧による使用などの場合には、取り扱うことによる危険性を明示します。

　具体的内容としては、高電圧危険、毒性ガス・腐食性ガス、放射線の危険性、高圧による危険性等があります。　
ⅴ　用語の意味
　　　ア　危険・有害　　本装置を使用することによる指摘事項を守らないと、死亡、傷害の恐れのあるものを指します。

　　　イ　警告　　指摘された方法に従わないときはアの結果や災害・事故を招くことがある行為に対して警告するものです。
　　　ウ　注意　　指摘された方法に従わぬときは、軽症等の災害を招く危険性があります。
　　　エ　重要　　設備・機械等の故障誘発、誤作業を招きやすいものを指します。
　　　　以上のような項目について、殆どの設備を購入する際に添付される内容です。
　　ⅵ　電気安全の基本　　製品といわれるものの大部分は電気エネルギーによって駆動されます。製品安全の電気的に基本的なことは次のようことが満たされて初めて成立します。

　　　a.　接地　　電気設備の安全の基本は設備の接地が施されているかどうかです。

　　　　　電気設備の危険性は電圧の高低によって決まります。また、大部分の電気設備は安全確保のために1線接地が施されています。このため電気機器・設備は危険性に応じて、接地（アース）が義務化されています。
　　　　　　対地電圧が150V以上のものには、全て接地して使用することが必要です。150V以下のものでは、導電質の物の上で使用するものは接地又は漏電遮断器（感電防止用）の設置が必要です。
　　　　　　2線式の場合は、3線のうち1線を接地線に、3線式の場合は、4線のうち1　線を接地線として配線します。省いても電気機器・設備は動きます。ただし、安全は確保されません。

　　　　b.　遮蔽・囲い　　電気設備・機器はフぇールセイフが原則です。使用電圧に応じて導電質で囲い、絶縁性物質で遮蔽します。導電質の物は接地します。電気設備・機器等では電圧階級（低圧、高圧、特別高圧）別に、離隔距離等が決められ、安全が確保されています。設備を改修、修理等を行うときには改修以前の状態にする必要があります。
　　　　　遮蔽・囲いには直接接触することによる感電防止のためのものと、電気設備等から発生する電磁波を漏れないようにするためのものとがあります。
　　　　c.　電気設備・機器は全て点火源　　電気設備・機器は使用して発生する熱、火花が危険性物質の内容に応じて火災・爆発の原因となります。設置環境に照らして相応な考慮が必要です。
　　　　　電気設備は設備の容量を超えたり、老朽化したようなときには、発熱したり、電気的な火花を発生したりします。一定限界を超えますと火災・爆発の起因となります。

　　　　　また、危険物に接するときは、0.2mJ程度の小さい火花で着火します。これらの物質には危険性ガスがあり、可燃性粉塵はもう少し大きな着火エネルギー（10m以上）が必要です。

　　　　d.　専門的知識の必要性　　電気設備・機器の保安を確保するためには、内容により異なりますが、「電気主任技術者、1種、2種電気工事士等」の監督指導・直接工事が必要です。また、大枠で法的規制を受けます。
　　　　　規制法規類は、電気事業法関連法令、消防法関連法令、労働安全衛生法令、その他の法令規制を受けます。
　e．漏電遮断器　　漏電遮断器はて低圧回路の感電防止用として極めて有効なものです。漏電遮断器には「電気設備技術基準」に規程する「地絡遮断器」と感電防止を目的とする「高速高感度形漏電遮断器」があります。

　　通常、後者の高感度形漏電遮断器が感電防止用として用いられます。　　　　　　　　　　
　　　　定格感度電流が決められていますから、使用内容によって選択する必要があります。
　　　　また、漏電遮断器は保安設備や人の安全に係わる場所あるいはこれに類する設置には使用できません。

　　　　漏電遮断器は微小の漏電電流を検出して回路を遮断するため、不当な電流を拾い
　　　　動作することあります。このような現象を「不必要動作」といっています。このようなときには、故障ではありませんから再度投入してください。

　　　f.　過電流遮断器　　電気設備・機器等には使用される電圧階級、電流容量等が決められています。過大に使用したり、事故の発生等による安全確保のため、電気回路を遮断するようになっています。布線電流容量、接続される機器容量等を加味して設置されます。製品が電気回路に適合しているかどうか検証します。修理・改修のときは、遮断器の再検討をします。

　　　　過電流遮断器には、ヒューズを始め各種のものがあります。

　　　　遮断器が事故等により遮断したときに、内部の機構部分が外れて再度投入できなくなるとがあります。このようなときには新品と取り替えます。

　　　　電気により駆動される製品を設置するときは、以上のような各種条件を査証して設置する必要があります。
　　ⅶ　設置場所　　考慮すべき要点は次のとおりです。
a. 設備・機器等の設置に適した室内環境を選びます。（温度・湿度・ほこり等）
b. 機器等に損傷を与えるようなものが無い場所とします。（ガス等の侵入防止）

c. 設備・機器等の設置間隔は適切に設定します。（安衛則参照）

d. 設備・機器等の荷重に耐えることが必要です。（設置は平面に）

　　ⅷ　電源供給　　設備・機器等の電源容量を確保する他、次のようなことを確認します。

a. 設備・機器の容量に見合った電源とします。（できれば単独電源）

b. 電源線、端子部等に異常が無いことを確認します。
c. 電気安全の基本事項を参照します。

　　ⅸ　運転開始・停止時等の措置　
　　　a.　運転開始時には、設備・機器に関係しない人の退去を求め、開始する旨伝達します。

          b.　停止時には周囲の人に停止する旨伝達します．

           c.　設備・機器等を停止する旨関係者に伝達し、電源部に停止中の表示をします。

　　　　以後このように措置する旨伝えます。（機器手入れ中電源を入れるな等）
d. 設備・機器の特徴と取り扱いの注意事項を示します。

e. 設備・機器等の要所には、電気的、機械的な危険部分には注意喚起の表示をします。

f. メンテナンスの注意事項を周知します。　　以後の一般的注意事項や作業時の保護・防護の方法等注意や警告事項を示します。

ⅹ　緊急時、非常事態等の措置

a　非常停止と措置方法の要点を示します。とくに、危害予防に及ぶ箇所とします。

b. 設備・機器等により連絡方法を示します。

c. 非常停止時の措置方法を示します。

　

　以上具体例を示しましたが、その内容は設備・機器等の目的によって異なりますので、その装置に見合った内容とする必要があります。特に、災害・事故の憂慮される物質を内蔵しているもの、周囲にそのような危険性なものを使用している場合は、製品安全以外にも留意する必要があります。

ⅰ　設備・機器内に危険・有害性の物を内臓している場合

ⅱ　設備・機器等を設置する近傍に危険物等の保管している場合
ⅲ　火災・爆発の危険性のある場合は、厳重な管理が必要となります。

ⅳ　人体に有害な物質を有する場合は、そのものの有害性も作業者に知らしめる必要があります。（ガン性物質、障害防止規則の該当等）

ⅴ　放射線、電磁波、有害イオン装置等は、その有害性を明示します。
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2. 安全作業マニュアル
　「安全作業マニュアル」　とは、設備・機器・システム等の取り扱う段階における方法を示すもので、この方法で作業を行えば、人の労働に伴う災害を防止し、事故の発生を防止することが可能になるような具体的内容や方法を示すことにあります。
　「製品安全マニュアル」と「作業安全マニュアル」と異なるところは、製品安全マニュアルは、製品をユーザに送り届け、設置してからの使用段階するまでの方法を示すもので、

作業安全マニュアルは、企業で災害・事故を防止し、労働の安全や事故を防止しこれを保障する為に行うものです。したがって、作業内容に密着した細部の内容や注意事項等の具体的内容を示すことになります。

2-1 考え方

　安全作業マニュアルの必要性は今更論ずる必要はありません。それは、労働災害を防止するための原点だからです。労働災害は、人と機械･原材料等の物との兼ね合いから発生しますが、この間には、物側を安全化し、作業者に適合させることが大事です。と同時に、作業の流れを改善することが必要です。
　作業の流れを改善するということは、製品の品質改善・生産性向上・効率アップ等を図るのと、災害やトラブルの発生を抑制するという二面の改善があります。この流れを改善するためには、機械等は動作の正確さは、人の行動の不確定要素に比べれば大きいことはわかっていますが、この間の流れの調整は、ややもすれば置き去りにするきらいがあります。
　この物と人との調和を図る物差しが「安全作業マニュアル」ではないかと思います｡人には俗にいう「ヒューマンエラー」という得体の知れない行動要素があります。これが、いろいろな危機的要素となって現れ、不良品の生成や物的･人的損傷などに結びつくことがあります。また、機械等は不測の故障を起こしたりしますから、このような事態にも対処する必要もあります。
　この辺を捉えて、平成14年度における「安全の指標」３項「適正な作業方法の確立」(1)以下において「安全作業マニュアル」が取上げられています。ここで、安全作業マニュアルには、どのようことを取上げ､どのように進めていったらよいか、というごく基本的なことを取上げ説明してみたいと思います。
安全作業マニュアルは事業場、作業内容、職場環境等々の要素によって制定する内容が異なります。したがって、制定する内容は、全部異なってきますから、ここに取上げる内容は、基本的な骨子に留めたいと思います。
機械･設備等は、不意の故障を起こしたり、不用意に人が触れて災害を起こしたりすることがあります。このようなときの「ルール」は平常時から決めてルールを守るようにしておかないと災害の起因となります。
安全作業マニュアルは、一般的な作業方法の原則を定めるもので、「主として危険作業を対象とした特定の非定常作業で｢安全作業手順｣の示されているもの」については、作業マニュアルからは除外して、この中には作業場内における職場ルールと言われるものも含めて網羅することとします。
ヒューマンエラーと言われるものを調べてみると、被災者から次のようなことが言われます。
1 誤って「何となくやってしまった」ということを聴きます。
2 何時もこのようにして作業していて問題無かった。
このような作業の場合、大体が職場の慣習が自己本位の経験則に則っておこなわれます。その結末が災害につながります。また、次のようなことが言われます。
①　危ないことを知らなかった。
②　以前に注意を受けていたが忘れてしまった。
3 何時もやっているので大丈夫と思った。
4 自己流を優先してしまった。[ルールが無い｡]

5 知覚判断の誤りがあった。
6 自己認知が足りなかった。
7 年齢による機能の減退を知らない。
まだまだ上げればいくつもあると思います。このような結果に基づく内容を検証してみますと、作業マニュアルがありません。職場内の歩行から始まり、全ての作業が終了するまでの危険性を無くす「ルール」が本題であるとことを認識する必要があります。

2－2　作業マニュアルの作成
作業マニュアルは難しいことを示すのが目的ではありません。職場活動が、あらゆる活動に有意義に働くように、取り決める必要があります。安全を確保するためには、一人の落ちこぼれもあってはなりません。規律を優先して、守れないようなルールを決めても実行されません。全員が素直に行なえるものにする必要があります。
主な取り組み内容は次のようなものです。
1 職場内の整理整頓清掃の方法
2 服装、各種作業用工具等の整備等の方法
3 機械･設備等の運転操作マニュアル
4 原材料等の取扱方法
5 緊急時の各種操作方法･消防等に関わる方法
6 物の運搬、重量物の運搬､取扱方法
7 一般的な機械等の点検・整備作業の方法
8 その他の方法
(1)　項目選定の要素
作成に当っては次のようなことに留意する必要があります。
①　過去の実績に照らして、災害の起こりそうな事柄や経験を参考にして、定常作業や臨時作業そして非定常作業[安全作業手順の示されているものを除く]について、内容を検討します。
　主要な設備等(化学設備、鉄鋼生産設備、自動生産システム)については、それぞれの非定常作業における安全衛生対策のためのガイドラインが制定されていますから活用されることが望まれています。
ⅰ　化学設備のガイドライン　基発第364号(H．8．6．10)

ⅱ　鉄鋼生産設備のガイドライン　基発第190号(H．9．3．24)

ⅲ　自動生産システムのガイドライン　基発第765号(H．9．12．22)

2 骨子として、その内容に応じて、まとまり作業、単位作業、要素作業へと細かく分類し、安全上の観点から作業要領を取り出します｡
なお、マニュアルは、安全面以外でも品質管理その他の観点から必要になりますから、このようなときは単一なもので安全と品質管理を一体のものとします。
3 作業に係わる動作を中心に、安全作業が進められるよう、留意事項等も盛り込み、工夫することとします。
その際、経験･実績を基として、整理･整頓・清掃､作業前の準備工程、設備の取扱・運転方法、器具・工具等の取扱方法、周囲の状況等から時系列的な方法で記録します。この中には､動作の順序、不必要動作の排除、作業の速度とリズム、作業姿勢等について検討を加えます。
4 作業前の点検は、確認事項を含めて詳細に明示します。たとえば、危険状態に陥り易い動作の禁止、安全性が高まる動作の確認、不確実の動作になりやすいものの排除、能率よく作業が進むような配慮等を明確に示します。
5 作業者の言動や合図等の明解さ、レイアウトははっきり判るようにします。
　これらの作業は、監督者が中心となって、熟練者と作業者を交えて、実施可能なことを前提にしてマニュアルを作ることとします。対象とする作業内容とマニュアルを制定する項目を上げてみますと次のようなものです。
1 保全的な作業
ⅰ　整理・整頓・清掃の方法　　日常の方法を具体的に定めます｡周期、内容、担当者等
ⅱ　点検・検査の方法　　日常・週間・月間・年間等、内容(安全作業手順を規定するものはそれによります。)、注意事項、担当者等
ⅲ　改造・修理・新設の方法　　内容(安全作業手順を規定するものはそれによります｡)、運転上の注意事項、担当者等
②　トラブル対処作業　　異常・機械の不調・故障等が発生したときの
対処の方法を細かく明示します。
　③　原料・製品等の取扱作業　　移動の方法、レイアウト等によるトラブルの発生が無いようなルールの作成
　④　異常処理・試行運転の方法　　予測し難いトラブルの発生が起こらないような注意事項等
2-3　管理体制・手順の確立
　安全作業マニュアルは、モデルにこれといった制度化されたものはありません。したがって、事業場において「安全作業上必要と認められる順守事項」を「まとまり作業」別に、マニュアルを作成して､事業場で作業する場合に実行するものです。ですから、「安全作業手順」の作成に準じて、作業内容別に安全項目の実施内容を示し、順守項目をまとめ、日常の行動、運転・操作作業、点検・試験作業等の一般作業に適用するものです。
　したがって、守らなければならない最低の基準、災害事例の多いもの、危ない作業等を選別して、安全衛生委員会等に付議して作成を進めるものとします。いまその例を列挙してみますと次のとおりです。
(1)　基本的事項
1 整理･整頓･清掃等の職場別のやり方
2 健康維持に関する職場内のやり方
3 職場規律に係わる事項
4 その他
(2)　はさまれ、巻き込まれを無くす方法
1 手袋使用方法、動力源の遮断、施錠または機械的ロックの取り付け等により、回転機器、移動機器等の誤動作の防止措置などの事項
2 可動部分への身体および手指の接触防止の方法
3 回転機器等の緊急停止の方法(スイッチの活用その他)

4 組み立て、解体、設定等の作業のやり方(部材の固定方法、治具・つり具の使用方法、保護具等の使用方法等)

(3)　墜落・転落の防止
1 昇降設備、作業床、手すり等の防止措置･方法
2 不安定な作業姿勢を避ける方法
3 移動足場、架台等の安定性を確保する措置･方法
4 危険箇所への立ち入り禁止措置の指定･方法
5 網・防止ネットの取り付け等
6 安全帯の着用作業の指定、設備の設置方法
(4)　 飛来・落下の措置・対応
1 物の投下するときの設備、監視人の配置、区切りの設定
2 防網の設置、立ち入り禁止措置の方法
3 飛来防止措置の徹底、保護具着用の方法
4 保護帽の着用の徹底
(5)　 高熱物との接触、爆発の防止の方法
1 高熱物の除去、漏洩防止措置、流出防止措置
2 高温部分等の接触防止措置、熱中症等の予防措置
3 保護具等の着用、適切な使用方法
4 水蒸気爆発の防止措置等(処理の内容､方法等の明示)

(6)　酸欠症防止、酸・アルカリ等との接触等の措置
1 酸素欠乏指定個所の作業前の濃度測定、
2 有毒ガス等の除去、漏洩の防止、換気の措置･方法
3 空気呼吸器・送気マスク等の準備・使用の方法
4 監視人の配置
5 関係者以外の立ち入り禁止措置
6 不浸透性の保護衣、保護手袋、飛沫防止の方法
2-4　作業に当ってのり留意事項
（1）マニュアルの制定の基本事項
　　マニュアルを制定して実施するうえで、次のような事項を徹底する必要があります。
1 業務分担および責任範囲を明確にしておきます。何処の部署は○○が担当、担当責任者を明確にしておきます。
2 指揮・命令系統の明確化
3 作業内容および作業手順の明確化（作業内容は抽象的なものでなく、明確にしておきます。特に危険な作業は「安全作業手順」によります｡）
4 関係者の連絡方法、合図の方法等は周知徹底します。
5 注意事項、作業禁止事項はよく周知徹底します。
6 作業中の安全衛生事項の確認
（2）一般的留意事項
1 作業の準備段階では、次のような措置を講じておくこととします。
　ⅰ　工具、用具、仮設資材等の点検・整備をどのようにしておくか！
　ⅱ　作業に必要な掲示、表示事項を行ないます。
　ⅲ　有資格者の配置の確認（講習終了等を含める）
　ⅳ　保護具、防具、防護具等の管理の方法
2 作業開始前の安全衛生措置の確認方法
3 操作、隣接箇所への影響が及ばないように再確認を徹底します。
4 作業開始前に徹底事項を確実に励行することを周知します。
　ⅰ　安全作業手順書の定められているものは､その内容を適格に実施するよう伝えます。
　ⅱ　指揮・命令系統にしたがって作業を行なうことを伝えます。
　ⅲ　連絡方法や合図の方法が決めてあるものは実行します。
　ⅳ　注意事項および禁止事項は完全に励行することを伝えます。
　ⅴ　危険予知(KYT)活動を行なっている事業場では、その内容を実行します。
5 単独で作業を行なうことを禁止しているものは、単独作業はしてはならないことを伝達します。作業間の連絡は密に行ないます。
6 作業中に新たなトラブル等が発生したときには、作業指揮者あるいは責任者の指示伝達をまって行なうことを徹底します。
(3) 特定の作業は許可制
たとえば、火気使用作業、高所作業、その他災害の発生の危険性が伴うものは、許可製として、部門責任者の許可をとります。
作業許可書には、次のようなことを記載します。
ⅰ　部門責任者、作業指揮者、立会い者、監視人および作業者の氏名
ⅱ　作業に伴なう危険内容および講じる措置の内容
ⅲ　注意事項および禁止事項
ⅳ　作業年月日、作業開始時刻および終了予定時刻
作業内容を変更したりするときは、新たに許可をとります。その他。作業中はその許可書を掲示しておきます。
(4)　緊急事態への対応
　労働災害の発生、爆発・火災事故(消防法関連)等の緊急事態が生じた時の対応を決めておきます｡これは「緊急事態対応マニュアル」とします。
1 緊急時の対応手段および指揮･命令系統の明確化
2 緊急時の連絡先、連絡手段の明示(図等を作成して見易い場所に常備します。)

3 警報・検知および消化設備等については、定期点検等を怠らないようにします。
4 救急設備・用具の設置場所の明示し、定期点検等を怠らないようにします。
5 緊急時の避難場所、救急措置の方法等を明示します。
(5)　安全衛生教育の実施方法
　作業マニュアルには、作業マニュアルに係わる安全衛生教育を関係者に実施します。
2－5　マニュアル作成の方法
　本項においては、2．(1)から(6)までに上げたような事例に基づき、具体的な処方を示します。その内容は作業場所等により異なりますので、明示できませんが、次のような方法があります。誤った方法は即災害につながりますので、内容を作るときは慎重に対処します。
(1)　運転・操作の方法
　元来、一般に作業標準と呼ばれるものは、JISの品質管理用語として生まれたもので､次のようなものです。
　①　JISの作業標準　　「作業条件、作業方法、管理方法、使用材料、使用設備その他の注意事項などに関する基準を規定したものをいう。」とされています。
　②　安全作業標準(安全作業手順とも言う)　　作業者の安全な行動を重点的に、品質、能率、原価等を加味して標準化したものをいいます。
　したがって、両者は相反するものではなく、一体として標準作業を形成する必要があります。ということは、生産活動のみでなく、あらゆる機械･設備等の運転・操作の共通したマニュアルとして運用する必要があります。
　スタイルとしては、「まとまり作業」図に示されるものと、一般的事項を示したものではスタイルが異なることとなります。次図に示されるものは、「安全作業標準」で作成に求められる標準的な方法です。

①　まとまり作業　　一工程として、まとまったものをいうことにします。
②　単位作業　　一工程として分割したものを言い、たとえば、「機器運転の順序」、「機器停止の順序」のような分割したものを言います。








以下



図　　　まとまり作業、単位作業、要素作業の関係
「作業マニュアルの例(安全作業手順)」
　
　③　要素作業　　その順序を、1,2,3,4、　　　のように5～15点にまとめた作業の手順を示したものです。この中には、人の行動に伴なう「安全の措置」等が入ります｡
(2)　一般の安全作業マニュアル
　一般のルールはこの方法によります。1例を上げますと次のようなものです。
1 保護具･防具・防護具等の取扱いマニュアル　　
ⅰ　危険性に基づいた選択方法を示します｡
ⅱ　使用方法を示します｡
ⅲ　保守・管理の方法を示します。
ⅳ　使い方当の教育・訓練の方法を示します｡
(注)　保護具等には次のようなものがあります。
　　産業用安全帽、安全帯、絶縁用保護具､絶縁用防具、防じんマスク、防毒マスク、安全靴、静電気帯電防止用衣類、呼吸用保護具、防音マスク、防振保護具、保護めがね、遮光保護具、化学防護衣類、機械安全用防護衣類、電離放射線保護衣類、耐熱・耐寒保護衣類、腰・腕サポータ等
2 一般の行動に伴なうマニュアル
ⅰ　服装・一般規律
ⅱ　昇降・歩行等に伴なう安全規律
ⅲ　整理・整頓・清掃に係わる各種のルールを確立
ⅳ　交通安全に係わるルールを確立
ⅴ　その他各種のルールを確立
2－6　マニュアル制定と遵守
　安全作業マニュアルは、その制定内容に基準はなく、事業場の実態に照らして最も適した内容にする必要があります。安全･正確・能率の確保をモットーにしますが、その制定項目は数多くあります。一度に多くを作成しようとしても中々良いものが出来ません。次のような手段が必要となります。
1 事業場の実態に合わせて緊急度を定めて順次制定していきます｡
2 作成者は作業内容等が詳しい担当者が当たります。
3 その内容は、安全･正確・能率の確保をモットーとします。
4 作業員が素直にできるような内容とします。良く出来ていても皆が守らなければ「絵に書いた餅」になってしまいます。
5 安全衛生委員会等に付議して進行管理するのが良いと考えます。この際作業者の参加を考えます。
6 実行に際しては、全員に周知し、かつ、教育･訓練を行います。
7 一定期間実施してみて、必ず見直しを行い改善します。
8 マニュアルは一人の落ちこぼれがあってもなりません。安全はそのことによって損なわれます。必ず遵守するよう習慣化します。落ちこぼれはマニュアル側にあることもあのます。
9 マニュアルを守らせるのは管理･監督者の責任です。
このような、手順によって職場規律が順次確保されるようになり、安全優先が製品品質の向上、サービスの向上、あるいは、全体的なモラルの向上等に寄与しますので、重点的な課題として取上げます｡
2－7　保護具等の使用区分と取扱区分
保護具等に求められるものは、作業者の最終的な身体保護はその着用によって補償されます。この理念によって、その選択を行なう必要があります。保護具使用に当たって作業に相応した選択が必要で、選択を誤ると全く効果が上がらないばかりでなく、かえって、作業を阻害する場合さえあります。その選択に必要な要素を取上げます。
(1)　保護具の重要性
安全・衛生用の中で認識を改めなければならことに次のようなことがあります。
　最終的に人体を保護してくれるのが「保護具・防具・防護具等」です。この中には､安全用と衛生用があり、それぞれの効用を十分に把握しておくことが必要です。
　安全用は即災害と結びつきます。衛生用は即人体に影響するようなことは少なく(酸欠症は除く)、その使用を怠ることが多いので留意する必要があります。
(2)　災害はアクシデントの重複
　災害は幾つかの要因が重なり発生します。保護具・防具・防護具等を省いたからといって、即災害に結びつくとは限りません｡その要因としては、設備上の欠陥ばかりではなく、人の意識にかかわることの方が多いと言われます。このような認識の基にその着用を義務付けたいものです。
(3)　保護具等は個人対応が原則
　保護具は主として身につけるものです。皮膚に密着したり、身体の一部に接触したりします。感染症等を考え、個人貸与が原則です。したがって、一つあればよいというものではありません。また、性能劣化・損傷等の現象も現れます。複数を用意することが必要です。
(4)　点検・試験及び更改
　電気用については、定期に試験等を行い性能を保持を確認する必要のあるものがあります。また、化学性良品を扱うものでは劣化の早いものもあります。身体に密着するものでは空気漏れのある場合があります。個人対応を考慮する必要があります。
(5)　取扱の教育・訓練
　取扱いを誤ると即災害に結び付くことがあります。とくに、電気用、化学用、衛生用のものでは、そのための教育・訓練を省いてはいけません。電気用では、低圧用、高圧用があり、それを誤ると即災害の発生になります。化学用では、濃度により扱いが異なりますから注意が必要です。粉じんマスク等では密着性が求められます｡効果が半減します。
1 安全帽､作業帽「安全帽には、墜落・落下・電気用・バイク等の追突防止用等」
	使　用　区　分
	使　用　の　範　囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　高所作業用
ⅱ　建設作業用
ⅲ　電気作業用
ⅳ　その他の作業
	高さ2m以上で行なう作業時に着用し、使用する。
落下物・追突等の危険性のある建設現場で着用し、使用する。
電気の取扱作業で、感電防止を主眼に
着用し、使用する。
頭に物を当てたり、作業時に髪の乱れを防止するもの等があり、
作業帽には、種種のものがあり、作業場に合ったものを使用するが、作業者が必ず被るという習慣が必要である。
	ａ　正しく被り、あご紐はしっかり締める。
ｂ　一度大きな衝撃を受けたものは、外観に損傷が無くても交換する。
ｃ　着装体は定期的に洗濯し、清潔を保ち、適当な時期に交換する。
ｄ　帽子に傷をつけたり、加工してはならない。
ｅ　プラスチック製のものは、紫外線等にり劣化するから一定期限を定めて破棄する。脆く傷つき易くなる。
ｆ　電気用には、6ヶ月に一度づつ、定期に自主検査が必要である。以下同じ


②　保護手袋・身体保護
	使　用　区　分
	使　用　の　範　囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　溶接作業用
ⅱ　耐熱作業用
ⅲ　電気用
ⅳ　耐化学薬品用
ⅴ　一般作業用
ⅵ　防振用
ⅶ　切り傷防止用
ⅷ　放射線防止用
	電気溶接用、ガス溶接用がある。
高熱から身体を保護するために用いる。
感電防止用で、高圧用と低圧用がある。
手袋、長靴、ソデカバー、その他あり。
身体を損傷する化学薬品を使用するとき、用いるものである。
手を保護するために用いる。。
振動から身体を保護するために用いる｡
金属、繊維等で手を切る恐れがある作業に用いる｡
Ｘ線、その他の放射線を防止する。

	ａ　作業に適したものを使用する。
ｂ　天然ゴム、合成繊維、合成ゴム、プラスチック、牛皮、牛皮床、アスベスト、アルミ蒸着アスベスト、フォームラバー、メタル製鎖､特殊繊維、鉛薄板、鉄粉入りカバー等がある。
ｃ　それぞれの作業に合わないと、使用の効果がない。


③　安全帯
	使用区分
	使用の範囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　柱上作業用
ⅱ　高所作業用
ⅲ　特殊作業用

	電柱等の柱に登り
作業します。
2m以上の作業場所で使用します。
特殊の作業形態の時使用します。
	ａ　ベルトはできるだけ腰骨近くに、落下して抜けないように。
ｂ　バックルは正しく使用し、ベルトの端はベルト通しに確実に施す｡
ｃ　伸縮調節器を使用するタイプのものは、伸縮調節器を角環に正しくかけ、ベルトの端や作業服などが巻き込まれていないことを目視で確認する。
ｄ　角環のD環、またはその付近のベルトには、フックが引っかかるようなものをつけないようにする。
ｅ　Ｄ環はできるだけ、身体の側部で使用する。
ｆ　安全帯のロープの取り付けは、自分の腰よりできるだけ高い位置に取り付けると、落下距離が身の長さを超え、身体に大きな衝撃がかかって危険である。
ｇ　装着後、地上においてそれぞれの使用状態で体重をかけ、各部に異常がないかを点検する。
ｈ　装着後使用しないときは、安全帯のロープを収納袋に納め、長く垂れ下がらないようにする。
ｉ　安全帯は、ロープが外れたり、抜けたりする恐れが無く墜落阻止時の衝撃力に十分耐え得る堅固なものを取り付ける。
ｊ　安全帯を取り付けようとする対象物に、鋭い角がある場合には、ロープが直接ね角に当たらないような措置を講じる。


　④　防じんメガネ
	使　用　区　分
	使　用　の　範　囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　溶接用
ⅱ　切り粉用
ⅲ　ほこり用
ⅳ　紫外線用
ⅴ　薬品保護用

	電気溶接、ガス溶接作業に使用するもので、メガネと面体がある。
金属粉から目を保護するものである。
一般のホコリから目を保護するもの。
強い紫外線から目を保護するもの。
化学薬品から目を保護するものである。
	ａ　着用の際、顔面への密着度を確認する。
ｂ　持ち歩く場合でも傷をつれないように注意する。
ｃ　汚れた時は、柔らかく清潔な布で拭く。
ｄ　ゴーグル型のものは、曇りやすく、親水性のものを使うか、曇り防止剤を使用する。


⑤　防じんマスク
	使　用　区　分
	使　用　の　範　囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　粉じん障害防止規則の対象
ⅱ　一般粉じん防止用
	身体の健康障害を防止するために使用するものである。
一般の防じん用、衛生用として使用するものである。
	ａ　着用の際、顔面への密着度を確認する。
ｂ　締め紐は顔面に苦痛を与えない程度にしっかり締める。。
ｃ　ろ過材の交換は、粉じんの状態に応じて行なう。
ｄ　正しく手入れ、保管も完全に行い、悪いものは交換する。


6 防毒マスク、空気呼吸器、送気マスク
	使　用　区　分
	使　用　の　範　囲
	取扱区分および留意事項

	ⅰ　防毒用
ⅱ　空気呼吸器
ⅲ　送気マスク

	有毒ガスの種類に応じたものを使用し、作業場所の空気濃度が18％以上あることを確認してから使用する。
酸素濃度が18％以下で作業を行なう時の短時間作業に使用する。空気呼吸器の使用時間を確かめてから使用する。
酸素欠乏の恐れがあるとき等の時、遠方から新鮮空気を送り使用します。

	ａ　有毒ガスの内容を十分に確認してから
使用する。異なったガスでは効果が無い
ｂ　使用可能の範囲を超える濃度の場所では使用しない。(空気呼吸器使用)

ｃ　予備の呼吸缶を常備し、使用中に呼吸缶の効力が無くなった場合は直ちに交換する。(有毒ガス)

ｄ　装着したときに、忘れずに呼吸缶の底栓を取る。(有毒ガス)

ｅ　十分に気密が保たれるように装着する｡(有毒ガス)

ｆ　呼吸缶を落としたり、衝撃を与えないように注意して取り扱う。
ｇ　有毒ガスの種類や濃度、または吸収缶の有効期間が不明な時、あるいは酸素欠乏の恐れがあるときは、送気マスクか空気呼吸器(なるべく自給式)を使用する。
ｈ　酸素欠乏場所には、空気中およひ硫化水素の濃度の高い場所が入る。


　このような保護具等は正しい使い方を身に付け、使いにくいからといって使わないと災害防止にはなりません。
2－8　保護具等の使用方法と教育訓練
　保護具等を備えつけていても使はなかったり、使用方法が適正でなかったらその効果は望めません。　このための使用方法、管理の方法そして教育・訓練は下記各項を参考にするとよいと考えます。
（1）　管理
1 保護具を必要とする作業場には、必要な保護具・防具・防護具等を常備しておくか、携行する必要があります。
2 作業指揮者は作業員が適正に使用しているかを管理し、適切な指導・助言を行う必要があります。
3 作業員は作業に適合する保護具等を選別し、作業場所に携行します。
4 適合する保護具が存在しなかったら、その作業を行なってはいけません。
5 保護具等は定期にその性能を確認しなければなりません。特に「電気用、化学薬品用等」には必要です。
6 保護具等は「性能確認・劣化状況等」をみて、更改する必要があります。
7 身体保護用の多くは、個人専用の貸与が望まれます。
（2）　教育・訓練
　保護具等は作業員自らが直接使用するものです。使い方を知らなかったでは済まされません。正しい使い方、方法を教育・訓練する必要があります。以下その大要を述べます｡
1 保護具等は最終的に身体保護に使用されるもので、その使用に対しては、省略は許されないことを作業員全員に教育して、周知・徹底しなければならない。
2 保護具等は確実な使用方法が求められるので、徹底した教育・訓練が必要である。
3 作業員は教育・訓練を受けた内容を遵守・励行しなければならない。
4 作業員の実施内容を見守り、再教育を実施しなければならない。
2－9　職場ルールの確立
　職場においては、職場規律の確立、服装、整理・整頓・清掃等に意を用いなければならない。その一例を示せば次のとおりです。
(1)　一般原則と服装
1 作業員は会社の制定する「安全作業マニュアル」を遵守しなければならない。
2 作業員は職制を通じて行なう「安全衛生」に係わる指針等を守らなければならない。
3 職場内では、「安全作業マニュアル」に示された各項目を確実に実施し、合わせて職制を通じて行なう指示事項等を守らなければならない。
4 作業者は職場内では、指定された「服装･帽子・靴等」を着用しなければならない。
5 作業者は危険性作業に従事するときは、予め指定された「保護具･防具・防護具等」を使用しなければならない。
6 作業者は「整理･整頓・清掃等の基準」を守らなければならない。
7 特殊な危険性作業は免許・技能講習・特別の教育等を受けたもの以外の者は、その作業に従事してはならない。
8 運転･操作等で指定された「合図・連絡方法や作業禁止条項等」を守らなければならない。
(2)　整理･整頓・清掃のルール
1 職場内は常に清浄で整理･整頓が行き届いた状態を保持する。
2 ①項を維持するため、毎日・週間・月間・年間等の実施項目を定め、その内容を実施しなければならない。
例示
ⅰ　毎日　材料加工クヅ、ゴミ、発生したホコリ等はその作業の実施した後、直ちに清浄化すること。作業終了したら作業場所を清掃し、作業前の状態に復元すること。
ⅱ　毎週　場所を指定して、整理･整頓・清掃等を実施すること。
ⅲ　月間　同じ
ⅳ　年間　同じ
3 整理･整頓･清掃等は責任者･担当者を決め、持ち回り等とすること。
4 各項目は職場単位で行なうこと｡
(3)　交通安全マニュアル(自主努力目標)

　交通安全に係わる災害は、労働災害そのものと比較するとはるかに多いことになりますが、この中には、企業で働く労働者の被災も多く含まれています。一口に交通災害といっても、多様なものが含まれています。以下その要点のみを示します。
①　通勤途中における交通災害　運転手ばかりではなく、行動中のものが含まれますので、通勤途中のこれらの災害に遭遇しないような「ルール」を立て、周知しておく必要があります。
②　自動車には、道路交通法に係わるものと、自社内におけるものとがありますが、これらについては、それぞれ必要な準則を定め、運行者に守らせる必要があります。
③　構内で運行する「フォークリフト等」では、「運行マニュアル」を定め、運行者に守らせる必要があります。
5 　災害･事故が発生したときは、「ルール」を定め、速やかに上司に報告し、所定の手続きを行なう等の処置を明確にしておくこと。
(4)　健康管理の指向
　健康管理を維持するためには、平素の生活習慣を重視する必要があります。社外の行動については、個人的な自制に任せられますが、この自制が逸脱しますと、社内の行動ルールに反映されます。このために、厚生労働省から「ＴＨＰ」(Total-Health-Promotion-Plan)指針がだされています。
　一般的に求められる個人対応の指標はつぎのとおりです。
1 健康維持の方法　維持方法は個人的対応ですから、「こういう方法が良い」という内容は示せませんが、私達の肉体は、「三日休むと元に戻る」といわれます。毎日の最低限度の日常課題をこなす必要があります。次ぎのようなことです。
日課としての体操、負担にならない歩行(一日一万歩)又は同等な軽い運動、継続的に行なっている各種の運動、いろいろな方法があります。
間を空けた運動は健康障害を起こすことがあります。
2 定期健康診断は必須ですが、異常が認められたら「早期発見、早期治療」が原則です。
3 食生活の改善　脂肪質の食生活から野菜を中心としたものに切り替えるといった処方が大事であると聞いています。ガンの発生、高血圧、虚血性心疾患等の病気は主に食生活が起因といわれます。
2－10　運転・操作・作業マニュアルの確立
　これらの内容は、多岐にわたり記述できませんが、操作に伴なう「安全作業マニュアル」を作成することは必要です。機械等には製造会社による「取扱説明書」がついてきます。この内容に設置場の状況、電源等を考慮した「マニュアル」を作成する必要があります。以下にその要領の骨子を示します。
(1)　運転･操作・停止
1 機器の運転・操作等は別に定める「運転・操作手順」による。
2 操作過程における「安全確認事項等」は絶対に省略してはならない。
3 機器等の停止操作は、連絡事項を含めて別に定める手順による。
4 異常を発見したときは、点検簿等に記録して、上司または引継者に連絡する。
5 機器等は必要な周期を定め、整備･清掃等を実施する。
6 機器等の操作は、担当者以外の者は行ってはならない。この際、単独作業等の禁止も明示する。
7 機器等には運転記録簿等を備え、必要事項等を記録して残す。
8 安全作業等で作業指揮者を必要とするものは、その指示に従って操作する。単独作業の禁止条項を明記する。
9 操作･停止等は連絡箇所を決め連絡する。
10 トラブルの発生したときには、連絡方法を決めておくこととする。
(2)　安全作業手順
　安全作業手順は身体の保護を最優先に、作業能率の向上を含めて作成します。作成する順序は、災害の発生と可能性等から作成順位を決定します。これらの順位は、災害発生の危険度等を数値で示し、実施を進めるのが一般的です。以下その大綱を示します。
1 危険性の作業毎に取上げ、順位を決めて制定を進める。
2 取上げる内容等は、委員会等で担当者を決め、進行管理で進める。
3 安全作業手順を進めるためには、工具・用具・仮設材料等の点検・整備が必要です。
4 作業指揮者が必要な作業では、その指揮に従う旨を明示する。
5 作業中に発生した各種の異常に対しては、直ちに応急措置を施し、報告し、適切な指示を仰ぐことを明記する。
6 作業が終了したときは、必要な記録を整備し、事後の参考にする。
7 安全作業手順に欠陥事項を発見することがあり、見直しを怠らないこと。
(3)　特殊作業のマニュアル
　不定期に行なう作業についての手順について明示します。以下のようなことです。
1 特殊な作業を計画するときは、作業内容、作業年月日、開始時刻、終了予定時刻等を記載し、作業許可をとること。
2 許可書には、責任者、作業指揮者、立会い者、監視人の配置、作業者の氏名等を明示する。
3 危険を伴なう箇所等は明示し、その実施内容にそごを来たさないようにする。
4 作業内容を変更したときは、その内容を示し、許可を取り直しします。
5 トラブルの発生したときは、臨機の措置を行い、責任者の指示に従う。
6 マニュアルは参考資料等を基に作成する。
2－7　評価
　作業マニュアルの制定に係わった管理・監督者、作成に関与したものの最も気になるところです。このための、評価が大事です。このためには、順序が良いか、無理な作業になっていないか、熟練者は素直にやっているか、経験の浅い者に適しているか、手順の中に「ヒヤリ・ハット」がないか、いろいろな角度から評価してみることが肝要です。
　評価の見直しは、内容見直しは勿論のこと、新しい機械・設備の導入や入れ替え時には必ず実施します。また、内容を変更した時などには、教育・訓練を実施します。
2002-06-20　記
あとがき

　「製品安全マニュアル」については、JIS等の規格に基づいて各メーカで「取扱説明書」その他の方法を用いて説明がなされていますが、安全マニュアルについては、各メーカごとに自主的に内容を示しています。画一的なものはありません。PL法に基づく説明も自己責任を回避するための説明に終始している感が否めないものとなっています。10年を経過した後の寿命の判定も環境などを無視した曖昧なものとなっている例が多くなっています。

　このような考え方も修正していく必要があり、ユーザの立場に立った懇切丁寧な解説と説明が必要です。網羅的内容から必須的な内容へと変える必要があります。このような目的で「ⅰ.製品安全マニュアル」は説明しています。
　｢作業安全マニュアル｣については、厚生労働省の「安全の指標」の中で、「適正な作業方法の確立」をうたっていますが、その具体的内容については触れていません。ということは、在来の手法を用いて事業場の実態に合わせて､内容を制定して実行することを求めています。
　中小規模の事業場の実態として、内容の必要性は認めていても「安全作業マニュアル」として実行している所はまれです。製造工場等では製品に対する「標準作業」は認識しているが、安全作業マニュアルとして、人の安全をこの中に織り込んでいないのは、このマニュアルを制定して実行するためには、多くの時間的な浪費が伴なうためではないかと思います｡このためには、事業の責任者が積極的に関与する必要があるのではないかと考えます。

　また、この安全マニュアルを具体化するためには、個々の危険・有害作業に対して「安全作業手順」を作成して実施する必要があります。ここに取上げた内容では不十分なところが多いかと思います。細かい事例を説明できなかったことです。事業場の実態が多様だからです。そのために、細かい内容に触れられない抽象的なものになってしまいました。意とするところ理解していただき終わります｡　　　
2005-07-26　記

3．課題への取り組み

　社会的課題として取上げなければならない問題は、過去の問題を含めて現在上げられて点は、CSRとしての「尼崎の列車脱線事故、アスベストの人体障害事故」ではないかと考えます。同じような問題は過去何度なく発生し、繰り替えされています。

　因みに、これらの問題を振り返ってみると、設備等の開始の際に、十分な対応がなされていたかということが上げられます。それは、機器・設備等の製品ばかりでなく、工事設計・工事過程から発生した問題点や完成品の引渡し段階にわたる運転開示時のマニュアルが十分知らされていなかったことも要因の一つとして上げられると思います。つきのようなことです。

1 　製品安全マニュアルの作成

2 　完成品安全マニュアルの作成

1 ②についての課題は、有機溶剤等を含む化学物質、有害粉塵と見られるもの、未知の放射線・電磁波、新しく開拓された新システム等を導入するときには、これらを取り扱う人の安全・衛生的措置を、これらを設計する人ばかりでなく、関係したその道の知識人の意見を聴き、そのアドバイスを①、②のマニュアルに入れ、相応の指導体制を整えるべきだと考えます。ということは、使用開始に先立って、どうしても必要なことをユーザに教育する必要があります。
　製品マニュアルについては、現状では各メーカの独自性に任されていますので、大、　　中、小メーカ別にまちまちな対応をしています。中には、一切感知しないような製品もあります。危険性・有害性の認識が異なるからです。
　全般的には、①②のマニュアル内容を織り込んだ｢安全作業マニュアル｣を運転開始前に作成して教育・訓練等の手順を踏む必要があります。この場合、危険性・有害性の認識に差がありますので、ユーザが十分な対応が出来ないときは、製品メーカ、完成品工事会社等がその労を分担します。
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自己紹介　　　出身地　高崎市
　　　　　　　　　　　略歴
昭和50年まで､日本電信電話公社（現NTT）において無線･電力装置の設計、

建設､保全の業務､並びに管理業務に従事する。

昭和51年より､（社）東京電気管理技術者協会会員（支部技術安全委員長）として8年、
新入会員講習会講師として(約20年間)活躍。
電気保安功労賞(平成元年、通商産業大臣表彰)、他多数

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員(各種委員、安全衛生コンサルタント編集委　員10年、総務委員、埼玉支部副支部長)として活躍。
　　この間、電気安全・労働安全・労働基準協会連合会等－各企業等の安全教育・安全管理者・安全衛生推進者の教育。
　　　　　　　　　　　　　　　　国家試験資格取得
技術士｢科学技術庁長官登録｣・労働安全コンサルタント｢労働大臣登録｣　　　　　　
第2種電気主任技術者・第1級無線技術士資格取得
　　　　　　　　　　　　表彰等
通商産業大臣表彰(電気保安功労賞)　　通商産業大臣(平成元年)

会長功績賞　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会長(平成15年5月27日)」　　　　　　　　　　　　　　その他多数　

認定等

OSHMSシステム監査員「認定」　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会

フェールセイフ化講師「認定」　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会

OSHMSシステム「審査員」の研修終了　　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
現在
　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会員
（社）東京電気管理技術者協会会員
EE-NET（ＮＴＴ－Ｆ系列）顧問、

〈社〉安衛コン会埼玉支部監事（平成8年3月まで）
(社)日本電気技術者協会埼玉地区幹事

技術士・労働安全コンサルタント　　矢島　藤一

331－0042　さいたま市奈良町79－129　　TEL・Fax(048)651－0385
URL  http://park18.wakwak.com/~t-yajima 
 Email  t-yajima@ac.wakwak.com
2005-07-25
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